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①事業参入の際の安全確保に関するチェックの強化
（役員・運航管理者の資質の確保 等）

②安全管理規程の実効性の確保
（気象・海象を踏まえた運航可否判断の適正化 等）

③ 監査・行政処分のあり方

④ 船員の技量向上（船長になるための運航経験 等）

⑤ 船舶検査の実効性の向上（検査内容の重点化 等）

⑥ 設備要件の強化（無線・救命設備 等）

⑦ 利用者への安全情報の提供

⑧ その他

令和４年４月２３日に北海道知床で発生した遊覧船事故を踏まえ、小型船舶を使用する
旅客輸送における安全対策を総合的に検討するため、４月２８日に設置。
本年７月の中間とりまとめに向けて、５月１１日に第１回委員会を開催。

委員 検討事項

海事法制、舶用工学、船員養成等の有識者１４名で構成

スケジュール

４月２８日 検討委員会の設置
５月１１日 第１回検討会
５月２０日 第２回検討会
５月２７日 第３回検討会 ※以後、数回開催
７月 中間とりまとめ
年内目途 最終とりまとめ

小型船舶を使用して旅客輸送を行う事業について、法的
規制のあり方も含めた安全対策を検討

※特別監査の内容や、検討委員会における議論等を踏まえつつ、
検討事項の追加・変更を行う。
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知床沖遊覧船事故概要（時系列順①）

＜4月23日＞

〇 午前10時00分、「KAZU I」が乗員2名、乗客24名（うち子供2名）を乗せ、斜里町ウトロ港を出航。

※出航当時、斜里町には強風注意報が発表されており、朝から夜遅くまで最大風速15メートルの強風が予報されていた

（参考）2022年04月23日 03時09分 網走地方気象台発表

斜里町 ［発表］強風注意報（注意期間：23日朝から23日夜遅くまで）

海上：最大風速 15メートル 陸上：最大風速 12メートル 風向：西の風

〇 午後1時00分、帰港予定時間になっても「KAZU I」が帰港せず。

○ 午後1時13分、「KAZU I」からの無線連絡を受けた他の運航会社から海上保安庁に通報。

※当時、(有)知床遊覧船の事務所の無線は故障しており、無線連絡を受けられなかった

○ 午後2時頃、「KAZU I」から（有）知床遊覧船の事務所に「船首が30度ほど傾いている」と連絡。

以後、「KAZU I」からの連絡は途絶える。

〇 午後4時30分、国土交通省事故対策本部設置。

○ 午後4時30分頃、海上保安庁航空機が現場に到着し、捜索救助活動を開始。

〇 午後7時40分、第１管区海上保安本部からの災害派遣要請を航空自衛隊が受理。
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知床沖遊覧船事故概要（時系列順②）

＜4月24日＞

○ 午前11時27分、国土交通省現地対策本部設置。

○ 午後4時15分、海事局及び北海道運輸局による特別監査開始（継続中）。

○ 斉藤国土交通大臣が現地訪問・ご家族と面会。

〇 海事局から全国の旅客船事業者に対し、安全確保の再徹底を指示。

〇 運輸安全委員会が３名の調査官を派遣。

〇 要救助者11名救出。（その後死亡を確認）

＜4月25日＞

○ 全国の運輸局等において、旅客船事業者に対する緊急安全点検を開始（継続中）。

＜4月28日＞

○ 小型船舶での旅客輸送における安全対策を総合的に検討するため、「知床遊覧船事故対策検討委員会」を

設置。

〇 要救助者3名救出。（その後死亡を確認）

＜4月29日＞

○ 午前、カシュニの滝約1km沖合の水深約120mの海底で「KAZU I」を発見。

＜5月10日＞

〇 小型旅客船の緊急安全対策を発表。
5月9日現在、14名救助・12名行方不明
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（有）知床遊覧船の概要

事業者名 (有)知床遊覧船

所在地 北海道斜里郡斜里町

許可年月日
平成１３年７月６日 旅客不定期航路事業

（海上運送法第21条第１項）

航路

知床半島沖合航路
※通常の運航時期：4月下旬～11月下旬
①知床岬コース（約3時間）
②ルシャ湾コース（約2時間）
③カムイワッカコース（約1時間）

使用船舶

KAZU Ⅰ
（カズワン）

１９トン、旅客定員６５人、昭和
60年2月進水

KAZU Ⅲ
（カズスリー）

１８トン、旅客定員５８人、昭和
49年1月進水

○船舶・許可情報等

○会社概要

ウトロ港

知床岬

オホーツク海

根室海峡

航路（知床岬コース）
（事業者ウェブサイトより作成）

カムイワッカの滝

ルシャ湾
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（参考） 検討委員会での主な検討項目

○事業参入の際の安全確保に関する
チェックの強化 （運航管理者）

○船員の技量向上

○設備要件の強化

事業者

国

人・船

知床遊覧船事故のような痛ましい、悲惨な事故を二度と起こさないため、海域毎の特
性を踏まえつつ、安全対策を重層的に強化し、安心・安全な小型旅客船を実現するため、
本検討委員会において、以下の項目についてテーマ別に議論を進める。

チェック

等

※現在実施中の(有)知床遊覧船に対する特別監査の内容や、KAZUⅠのサルベージの状況、国会や本検討委員会における議論
等も踏まえつつ、検討事項の追加・変更を行う。

※当面、比較的速やかに具体化可能なものについて、優先的に検討する。

第３回検討委のテーマ

○監査・行政処分のあり方
（監査）

○利用者への安全情報の提供
（事業者からの安全情報の提供等）

○船舶検査の実効性の向上

○旅客船事業者に相応しい安全意識の確保

○安全管理規程の実効性確保

安全意識・マネジメント
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第3回検討委員会 設備要件の強化 資料
（抜粋）
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平水区域 限定沿海区域 沿海区域 近海・遠洋区域

陸岸からの距離

気象・海象条件 平穏 厳しい

陸・他船からの
迅速な救助の
期待度

期待度 大 期待度 小

現行制度：船舶の安全基準設定の考え方

湖、川、港内等
平水区域から
２時間以内で
往復できる範囲

陸岸から
概ね20海里

沿海区域以遠

遠い近い

⚫ 気象・海象条件、陸や他船からの救助や支援の期待度を考慮して、陸岸からの
距離に応じて航行区域を分類

⚫ 近海・遠洋区域をベースに、陸岸に近づくに連れて、基準を緩和
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現行制度：航行区域（船舶安全法施行規則第５条・第７条）

平水区域

※水色着色部分が平水区域
（西日本地域における例）

限定沿海区域

最強速力で往復２時間

沿海区域

湖、川、港内、陸や島に囲まれた海域等
年間を通じて静穏な水域等

陸岸から概ね20海里

平水区域から２時間以内で往復できる範囲

※水色着色部が沿海区域

近海・遠洋区域

※薄朱色着色部が近海区域
その他すべての海域が遠洋区域

二時間限定
沿海区域

避難港母港避難港

平水

※母港から片道２時間以内で到達できる避難港（平水区域） からの
範囲も含めることができる。

平水 平水
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小型自己発煙信号×１本救命いかだ（左） / 救命浮器（右）

救命胴衣 救命浮環（左） / 救命浮輪（右）

イ パ ー ブ

小型EPIRB＊ 持運び式双方向無線電話装置小型レーダー・トランスポンダー

救命信号セット

自船の位置を付近の
船舶・航空機のレー
ダー画面上に表示さ
せる装置

付近の救難船舶等と
連絡をとる機器

遭難信号・位置を救助
機関・付近の航空機に
送信する装置

炎や煙、光により場所を知らせ、
付近の船舶等に救助を求めるための設備

*Emergency Position Indicating
Radio Beacon
（極軌道衛星利用非常用位置指示
無線標識装置）

現行制度：小型旅客船の救命設備

小型自己点火灯×１本

発煙浮信号×１本

信号紅炎×１本

小型火せん×２本

出典：東洋物産株式会社HP出典：藤倉コンポジット株式会社HP

出典：アールエフディー株式会社HP出典：東洋物産株式会社HP出典：日本船具株式会社HP

出典：国際化工株式会社HP

出典：日本無線株式会社HP 出典：日本無線株式会社HP 出典：古野電気株式会社HP 9



約19cm

•救助までの間、いかだに乗り込み、水中
に浸かることなく救助を待つための設備

•（救命信号である）信号紅炎及び発煙浮
信号が予め搭載されている。

（25人用、重さ約100kg）

膨脹式救命いかだの例

•救助までの間、浮体の周囲のロープに
つかまり、水中に浸かりながら救助を
待つための設備

（12人用、重さ約10kg）

救命浮器の例

（参考） 救命いかだ、救命浮器

約100cm

約100cm

約120cm

約70cm

格納状態

展張状態

約190cm

約440cm

• 通常はコンテナに格納

•非常時に海面に投下し展張

出典：藤倉コンポジット株式会社HP 出典：東洋物産株式会社HP
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（参考） 救命胴衣着用時の水中姿勢

出典：第七管区海上保安本部HP

出典：日本船具株式会社
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出典：事業者HP

定員： 67 名、航行区域：限定沿海

救命浮器：定員分

救命浮環：２個

信号セット：１式

救命胴衣：定員分

無線設備

携帯電話

救命設備

参考：船舶安全法に基づき「ＫＡＺＵⅠ」に搭載されていたと思われる設備

出典：東洋物産株式会社HP

出典：日本船具株式会社HP出典：東洋物産株式会社HP

出典：国際化工株式会社HP
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現行の救命設備の効果と課題

効果 課題

救命浮器 ・救助を待つまでの間、浮体周囲のロ
ープにつかまり、浮力を補うことが
可能

• 救助を待つまでの間、海中での待機
を要する

救命いかだ • 海水や風雨に身体を晒さないため、
低体温症による死亡リスクが低い

• 救命いかだ内に搭載されている救難
信号を使用して近くの他船や航空機
に遭難した旨を通知可能

• 動揺する船体から動揺するいかだへ
の乗り移りが困難

• 取り扱いには、資格（限定救命艇手
）が必要

内部収容型浮器 • 海水中に身体を晒さないため、低体
温症による死亡リスクが下がる

• 取り扱いに、資格（限定救命艇手）
不要

• 動揺する船体から動揺する浮器への
乗り移りが困難

• 風雨に身体を晒されるとともに、荒
天時には浮器から落水のおそれ有

イマーションスーツ • 水中での体温低下を減ずることが可
能(水温０～２℃の状態で、６時間曝
されていても、体温の低下は２℃以
内)

• 迅速な着用には訓練が必要

• 着用時に、水上から救命いかだ・本
船への乗り込みが非常に困難

• 収納スペースの確保が必要

出典：藤倉コンポジット株式会社HP

出典：藤倉コンポジット株式会社HP

出典：東洋物産株式会社HP

出典：高階救命器具株式会社HP
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小型船舶に即した新たな装備の開発（案）

小型船舶への搭載を前提とし、現行設備の課題を克服した新たな装備の
開発を促進

○（船体からの移乗時の落水を防止する）スライダー付きの救命いかだや
内部収容型救命浮器（周りにつかまらず全員を内部に収納可能な救命浮器）

（出典：Survitec 写真は大型船用の商品例） （出典：フジクラコンポジット）

スライダー付き内部収容型救命浮器スライダー付き救命いかだ

14



対策の方向性 （案）

限定沿海区域を航行する小型旅客船に対し、

①陸との連絡が常時可能な無線設備から、

携帯電話を除外

②一定の水温を下回る海域での救命設備として、

・荒天時での乗り移り時の落水を防止する改良型救命いかだ・救命浮器の開発

・改良型救命いかだ・救命浮器の積み付けの原則義務化

③海難発生時及びその後の位置通報の設備として、
イ パ ー ブ

自動浮揚型のEPIRB(非常用位置指示無線標識装置)等の積み付けの原則義務化

※携帯電話を法定の無線設備の用途以外で、活用することを妨げるものではない。

対策の方向性

※上記①から③の義務化に際しては、経過措置等について引き続き検討
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検討委員会等における救命設備に関する主なご意見

➢ 救命いかだの義務付けや、小型の救命いかだの開発を行ってはどうか。

➢ 日本は南北に長い地形のため、地域性を加味した救命設備要件を考え
る必要があるのではないか。

第１回検討委員会における関連ご意見

➢ 救命設備については、全国一律の安全対策の基準が定められているが、
水温の低いこの時期の安全対策として十分だったか。

国会におけるご指摘 その他

➢ 一定の水温を下回る海域（寒冷地）における救命設備として、落水を
防止するために、救命いかだ、内部収容型の救命浮器の積付けの義務
化が必要。

➢ また、その海域の海水温度の基準値を定める必要があるのではないか。

第3回検討委員会における主なご意見
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